
瀬戸市職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

平成２８年３月３１日 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市規則第１０号 

瀬戸市職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則 

瀬戸市職員の給与の支給等に関する規則（昭和３９年瀬戸市規則第１４

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

第３条 職員が月の中途において次の各号のいず

れかに該当する場合におけるその月の給料は、

日割計算により支給する。 

第３条 職員が月の中途において次の各号のいず

れかに該当する場合におけるその月の給料は、

日割計算により支給する。 

 ⑴から⑶まで ＜省略＞  ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

 ⑷ 自己啓発等休業（法第２６条の５第１項に

規定する自己啓発等休業をいう。以下同

じ。）を始め、又は自己啓発等休業の終了に

より職務に復帰した場合 

 

 ⑸ 配偶者同行休業（法第２６条の６第１項に

規定する配偶者同行休業をいう。以下同

じ。）を始め、又は配偶者同行休業の終了に

より職務に復帰した場合 

 

 ⑹ ＜省略＞  ⑷ ＜省略＞ 

２ 月の初日から引き続いて休職にされ、専従許

可を受け、育児休業法第２条の規定により育児

休業をし、自己啓発等休業をし、配偶者同行休

業をし、又は停職にされている職員が、給料の

支給日後に復職し、又は職務に復帰した場合に

は、その月の給料をその際支給する。 

２ 月の初日から引き続いて休職にされ、専従許

可を受け、育児休業法第２条の規定により育児

休業をし、又は停職にされている職員が、給料

の支給日後に復職し、又は職務に復帰した場合

には、その月の給料をその際支給する。 



（管理職手当の支給） （管理職手当の支給） 

第３条の３ ＜省略＞ 第３条の３ ＜省略＞ 

２ 前項の管理職手当は、職員が月の１日から末

日までの期間の全日数にわたって勤務しなかっ

た場合には支給できない。ただし、条例第２５

条第１項の場合及び公務上負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項に

規定する通勤をいう。以下第１２条第４項第８

号及び第１５条第２号において同じ。）により

負傷し、若しくは疾病にかかり、勤務時間条例

第１３条の規定により病気休暇を与えられてい

る場合は、この限りでない。 

２ 前項の管理職手当は、職員が月の１日から末

日までの期間の全日数にわたって勤務しなかっ

た場合には支給できない。ただし、条例第２５

条第１項の場合及び公務上負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項に

規定する通勤をいう。以下第１２条第４項第５

号及び第１５条第２号において同じ。）により

負傷し、若しくは疾病にかかり、勤務時間条例

第１３条の規定により病気休暇を与えられてい

る場合は、この限りでない。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

 （単身赴任手当の支給）  （単身赴任手当の支給） 

第５条の２ ＜省略＞ 第５条の２ ＜省略＞ 

２から１８まで ＜省略＞ ２から１８まで ＜省略＞ 

１９ 職員が条例第１５条第１項の規定により、

外国に駐在を命ぜられ、当該地において行う業

務に対して支給される特殊勤務手当を受けると

きは、単身赴任手当は支給しない。 

１９ 職員が瀬戸市職員の特殊勤務手当の支給に

関する規則（昭和３９年瀬戸市規則第９号）の

規定により、外国に駐在を命ぜられ、当該地に

おいて行う業務に対して支給される特殊勤務手

当を受けるときは、単身赴任手当は支給しな

い。 

 （特殊勤務手当の支給）  

第５条の３ 特殊勤務手当の額は、給料月額の１

００分の２５（外国での駐在に係るものについ

ては、在外公館の名称及び位置並びに在外公館

に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭

和２７年法律第９３号）第５条の規定により、

在外公館に勤務する外務公務員に支給される在

勤手当に相当する額）を超えてはならない。 

 

２ 特殊勤務手当は、条例別表第３の支給を受け

る者の範囲欄に定める勤務のいずれかに従事し

た場合において、その勤務が同時に同欄に定め

 



る他の勤務にも該当するときは、任命権者が市

長の承認を得て定める場合を除き、それらの勤

務に従事することにより受けることのできる手

当のうち、手当金額が日額により定められたも

の及びその他の方法により定められたものの順

位により、又、同順位のものにあっては、手当

金額の最も多いものの手当についてのみ支給す

るものとする。 

３ 特殊勤務手当は、職員が日額により定められ

た手当を受けることのできる勤務に従事し、そ

の従事した時間が同日において４時間未満であ

る場合は、日額に２分の１を乗じて得た額（円

未満の端数を生じたときは、円に切り上げ

る。）を当該勤務に対する手当の支給日額とす

る。 

 

４ 特殊勤務手当は、職員が数量を単位として定

められた手当を受けることのできる勤務に従事

した場合には、月間における総数量を基礎とし

て計算した額を支給する。 

 

 （期末手当の支給）  （期末手当の支給） 

第８条 条例第２０条第１項前段の規定により期

末手当の支給を受ける職員は、同項に規定する

それぞれの基準日に在職する職員（条例第２０

条の２各号のいずれかに該当する者を除く。）

のうち、次に掲げる職員以外の職員とする。 

第８条 条例第２０条第１項前段の規定により期

末手当の支給を受ける職員は、同項に規定する

それぞれの基準日に在職する職員（条例第２０

条の２各号のいずれかに該当する者を除く。）

のうち、次に掲げる職員以外の職員とする。 

 ⑴から⑹まで ＜省略＞  ⑴から⑹まで ＜省略＞ 

 ⑺ 自己啓発等休業をしている職員  

 ⑻ 配偶者同行休業をしている職員  

２から７まで ＜省略＞  ２から７まで ＜省略＞ 

８ 前項の期間の算定については、次に掲げる期

間を除算する。 

８ 前項の期間の算定については、次に掲げる期

間を除算する。 

 ⑴及び⑵ ＜省略＞  ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

 ⑶ 自己啓発等休業をしている職員として在職

した期間については、その２分の１の期間 

 



 ⑷ 配偶者同行休業をしている職員として在職

した期間については、その２分の１の期間 

 

 ⑸ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

 ⑹ 修学部分休業（法第２６条の２第１項に規

定する修学部分休業をいう。以下同じ。）の

承認を受けて勤務しなかった期間について

は、その２分の１の期間 

 

 ⑺ ＜省略＞  ⑷ ＜省略＞ 

９から１１まで ＜省略＞ ９から１１まで ＜省略＞ 

 （勤勉手当の支給）  （勤勉手当の支給） 

第１１条 条例第２１条第１項前段の規定により

勤勉手当の支給を受ける職員は、同項に規定す

るそれぞれの基準日に在職する職員（条例第２

１条第５項において準用する条例第２０条の２

各号のいずれかに該当する者を除く。）のう

ち、次の各号に掲げる職員以外の職員とする。 

第１１条 条例第２１条第１項前段の規定により

勤勉手当の支給を受ける職員は、同項に規定す

るそれぞれの基準日に在職する職員（条例第２

１条第５項において準用する条例第２０条の２

各号のいずれかに該当する者を除く。）のう

ち、次の各号に掲げる職員以外の職員とする。 

 ⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 第８条第１項第４号、第５号、第７号及び

第８号のいずれかに該当する者 

 ⑵ 第８条第１項第４号及び第５号のいずれか

に該当する者 

 ⑶ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

２から５まで ＜省略＞ ２から５まで ＜省略＞ 

第１２条 ＜省略＞ 第１２条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 前項の期間の算定については、次に掲げる期

間を除算する。 

４ 前項の期間の算定については、次に掲げる期

間を除算する。 

 ⑴及び⑵ ＜省略＞  ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

 ⑶ 自己啓発等休業をしている職員として在職

した期間 

 

 ⑷ 配偶者同行休業をしている職員として在職

した期間 

 

 ⑸ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

 ⑹ ＜省略＞  ⑷ ＜省略＞ 

 ⑺ ＜省略＞  ⑸ ＜省略＞ 



 ⑻ ＜省略＞  ⑹ ＜省略＞ 

 ⑼ ＜省略＞  ⑺ ＜省略＞ 

 ⑽ ＜省略＞  ⑻ ＜省略＞ 

 ⑾ 修学部分休業の承認を受けて勤務しなかっ

た期間 

 

 ⑿ ＜省略＞  ⑼ ＜省略＞ 

５から７まで ＜省略＞ ５から７まで ＜省略＞ 
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第５条の２及び第５条

の３の規定並びに次項は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （瀬戸市職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の廃止） 

２ 瀬戸市職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和３９年瀬戸市規

則第９号）は、廃止する。 


